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議案第 1 号 

平成２４年度  事 業 報 告 

 

Ⅰ 会  議 

1 定 時 総 会 

   開会日時 平成２４年６月１１日 午後４時００分 於、札幌全日空ホテル 

    出席者数 ３３名（内委任状含 出席 ２４名、議決権行使書 ４名） 

    議  題 

（１）平成２３年度事業報告について 

（２）平成２３年度収支決算報告、監査報告について 

（３）役員の選任について 

    報告事項 

① 平成２４年度国委託事業「中小企業相談支援事業」について 

② 公益社団法人移行認定について 

 

2 理 事 会 

(1)第 １ 回 理 事 会 

開会日時  平成２４年６月１１日 午後４時５０分 札幌全日空ホテル 

 出席理事  ６名（理事１名欠席） 

      出席監事  １名 (監事１名欠席) 

           議 題   代表理事 1名、業務執行理事(専務理事)1 名の選出について 

             代表理事(会長)       山田範保   

業務執行理事(専務理事)  矢野雅敏 を選出 

 

  (2)第 ２ 回 理 事 会 

開催日時 平成２５年３月２８日  午後４時００分  札幌全日空ホテル 

           出席理事  ７名（全理事出席） 

       出席監事  ２名 (全監事出席) 

          議 題 

(1) 平成２４年度収支計算(見込)について 

(2) 平成２５年度事業計画(案)について 

(3) 平成２５年度収支予算(案)について 

(4) 資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類について 

(5) 公益社団法人北海道労働基準協会連合会定款一部改正について 

(6) 支部設置決議について 

(7) 公益社団法人北海道労働基準協会連合会理事会運営規則制定について 

(8) 業務執行理事の職務権限規定について 

(9) 就業規則の改正について 

(10) 役員報酬等及び費用に関する規定改正等について 

(11) 退職給与引当預金取崩しについて 
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(12) 北海道産業安全衛生大会引当預金の取崩しについて 

(13) 全基連共済損害保険事業の開催について 

(14) 平成 25 年度定時総会の開催について 

(15) 定款第 32 条の見なし理事会の開催について 

(16) 税務会計顧問契約の締結について 

(17) 労働者派遣契約の締結について 

      報告事項 

公益社団法人移行経緯について 

 

３ その他の会議 

 

会 議 の 名 称 開 催 日 開催場所 

（１）全道支部長会議 平成 25 年 2 月 18 日 札幌市 

（２）中央労働災害防止協会 

 ・ 第 52 回理事会・平成 24 年度通常総会 平成 24 年 5 月 29 日 東京都 

 ・ 中災防支部長会議 平成 25 年 2 月 28 日 東京都 

 ・ 第 71 回全国産業安全衛生大会 平成 24 年 10 月 24～26 日 富山市 

（３）全国労働基準関係団体連合会関係 

 ・ 平成 24 年度通常総会 平成 24 年 5 月 28 日 東京都

 ・ 第 1回全国事務局長会議 平成 24 年 5 月 29 日 東京都

 ・ 第 2回全国事務局長会議 平成 25 年 3 月 1 日 東京都

（４）北海道労働局・安全衛生関係団体等連絡会議及び協議会 

 ・ 連絡会議 平成 24 年 4 月 24 日 札幌市

 ・ 協議会 平成 24 年 10 月 4 日 札幌市

    〃 平成 25 年 2 月 5 日 札幌市

（５）その他 

・ 前記各号のほか、必要に応じて諸会議を主催し、または関係行政機関や団体等が開催

する各会議に参加して、関係の諸問題を協議し本会事業の充実に反映させている。 

   

Ⅱ 事 業 

 １．安全衛生等教育事業 

北海道労働局長登録を受けて行う各種労働安全衛生技能者の資格付与講習や有資格者に 

対する能力向上のための講習等を実施するとともに、会員事業場等の要望により必要な一 

般講習やセミナーを行った。 

なお、実施した講習等の種類別回数や受講者等は次表のとおりである。 
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（１）登録講習（資格付与講習） 

 

① フォークリフト運転技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ４ ４３ 北 見 ５ １４１ 

函 館 ２ １０２ 苫小牧 ６ １１３ 

岩見沢 ６ ９４ 釧 路 ３ １０１ 

旭 川 ４ ２３１ 名 寄 ２ ８６ 

滝 川 ２ ５７ 稚 内 １ １８ 

合 計 ３５ ９８６ 

 

② 玉掛け技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

函 館 ２ ４０ 室 蘭 ４ １９３ 

岩見沢 ４ ７４ 苫小牧 ５ １１８ 

旭 川 ３ １３６ 釧 路 ３ ８１ 

帯 広 ２ ３８ 滝 川 ２ ４５ 

 合 計 ２５ ７２５ 

 

 ③ 乾燥設備作業主任者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ２ ８９ 

旭 川 １ ３６ 

室 蘭 １ ６１ 

合 計 ４ １８６ 

 

 ④ プレス機械作業主任者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 

連合会 １ ５３ 

 

 ⑤ ガス溶接技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

札 幌 ２ ２９ 釧 路 １ ２５ 

函 館 １ １６ 名 寄 １ １２ 

室 蘭 ４ ２１５ 苫小牧 ３ ９１ 

 合 計 １２ ３８８ 
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⑥  クレーン運転技能講習（小型移動式・床上操作式） 

 地区別  実施回数  受講者数  地区別  実施回数  受講者数 

函 館 ３ ３６ 室 蘭 ４ １８０ 

岩見沢 ２ ３９ 苫小牧 １ ９ 

旭 川 ３ ６６ 釧 路 ５ ７５ 

滝 川 １ １９ 合 計 １９ ４２４ 

 

⑦ 酸素欠乏危険作業主任者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

連合会 １１ ７８９ 苫小牧 ４ ３１３ 

函 館 ２ １１８ 室 蘭 ３ ２３１ 

旭 川 ３ １８１ 合 計 ２３ １，６３２

 

 

 ⑧ 酸素欠乏・硫化水素危険作業者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ６ ３５３ 室 蘭 ２ １５９ 

函 館 ２ ８８ 苫小牧 ４ ２２０ 

旭 川 ２ １２８ 合 計 １６ ９４８ 

 

 ⑨ 特定化学物質等作業主任者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ６ ３８３ 苫小牧 １ ６９ 

旭 川 １ ３４ 釧 路 １ ２９ 

帯 広 １ ２６ 室 蘭 ２ １９８ 

 合 計 １２ ７３９ 

 

⑩ 有機溶剤作業主任者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ７ ６２８ 室 蘭 ２ １９３ 

函 館 １ ８７ 苫小牧 １ ７１ 

小 樽 １ ２４ 釧 路 ２ １２６ 

旭 川 ３ １４５ 帯 広 １ ７２ 

北 見 １ ５６ 合 計 １９ １，４０２

 

⑪ 石綿作業主任者技能講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ４ １６８ 室 蘭 １ １５ 

岩見沢 １ １７ 旭 川 １ １６ 

 合 計 ７ ２１６ 
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 ⑫ 安全衛生推進者等養成講習 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

１７２ ４８ 
札 幌 ３ 

６９ 
北 見 １ 

６ 

２６ ４３ 
函 館 １ 

３ 
苫小牧 １ 

０ 

１３ １７ 
小 樽 １ 

９ 
釧 路 １ 

３ 

６１ ２５ 
旭 川 １ 

０ 
岩見沢 １ 

０ 

８８ ４９３ 
帯 広 １ 

０ 
合 計 １１ 

９０ 

  注： 受講者数の上段は、「安全衛生推進者」数、下段は「衛生推進者」数 

 

（２）一般講習 

 ① 衛生管理者試験準備講習会 

地区別 実施回数 受講者数 

連合会 ３ １１５ 

 

 ② 労務管理実務講習会 

地区別 実施回数 受講者数 地区別 実施回数 受講者数 

岩見沢 １ ７３ 倶知安 １ ５５ 

小 樽 １ ４４ 留 萌 １ ３９ 

帯 広 １ ３９ 稚 内 １ ３３ 

滝 川 １ ５５    

苫小牧 １ ５１ 合 計 ８ ３８９ 

          

以上   登録講習    １８４ 回開催  受講者数 ８，２８２  人 

             一般講習    １１ 回開催  受講者数   ５０４  人 

             合  計   １９５ 回開催  受講者数 ８，７８６  人 

 

２．労働条件改善対策の推進 

    (1) 北海道労働局より国委託事業、平成２４年度「中小企業相談支援事業」を受託した。 

     事業目的は最低賃金引上げを行うために中小事業場の経営指導、労務管理改善を指 

導し環境の整備を図るもので、当連合会の函館・室蘭・北見支部内に最低賃金相談 

支援コーナーを設置し、配置コーディネーターが事業主等からの相談にワンストッ 

プで対応するもの。 

(2) 全基連北海道支部として「新規起業事業場就業環境整備事業」の推進を図り、 

各種労働条件対策の効果的な実施に努めた他、地区労働基準協会との共催により 

道内８地区で労務管理実務講習会を開催した。 
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３．労働災害防止対策の推進 

   北海道における平成２４年の労働災害発生状況は死亡労働災害の大幅増加に加え、 

休業労働災害件数も増加した。 

特に、死亡労働災害は平成 23 年関係機関・団体の取組みにより死亡労働災害 65 

件と大幅に減少し北海道労働局管内の過去最小値となったが、平成２４年死亡労働 

災害は 83 件と激増している。 

会員に労働災害防止対策周知・徹底を図るとともに、労働災害防止関係団体等と 

の連携を図りつつ諸対策を推進した。 

  本年度は次の事項を重点として会員に周知した。 

(１)リスクアセスメント研修会の推進 

(２) 交通労働災害防止のためのガイドラインの周知、交通ヒヤリマップの作成促進 

(３)機械の包括的な安全基準に関する指針の周知・定着 

(４)死亡労働災害事例と防止対策の周知 

(５)災害多発期である冬季（11 月～3月)における労働災害防止 

 

４．労働衛生対策の推進 

   労働災害発生件数が中長期的には減少を継続しているのに対し、働く人の心と健康 

を巡る情勢は年々悪化している。 

   第 11 次労働災害防止計画５カ年計画にある健康障害防止対策、健康確保対策、心の 

健康づくりの推進、快適な職場環境づくり推進を重点として必要な対策を推進すると 

ともに、当会に設置している「北海道衛生管理者協議会」、及び「北海道産業保健推進 

センター」と協調して推進を図った。 

   本年度は次の事項を重点推進した。 

(１) 過重労働による健康確保対策 

(２) 小規模事業場メンタルヘルス対策として事業外資源情報の提供 

(３) 快適職場環境づくり推進のため「快適職場指針」、「職場における喫煙防止対策 

のためのガイドライン」の周知 

   また、労働衛生対策の一環として「北海道衛生管理者協議会」、「北海道産業保健 

推進センター」との共催で「衛生管理者セミナー」を開催し、労働衛生管理意識の 

向上に努めた。 

 

５．平成２４年度 第３３回北海道産業安全衛生大会の開催 

   平成２４年９月１2日、当会ほか１７の安全衛生関係団体の主催並びに北海道労働局 

中央労働災害防止協会の後援により、標記大会を「共済ホール」において開催し、全 

道からの参加者は５００名を超え盛会裏に開催された。 

   大会の席上、北海道労働局長より労働災害件数の増加を踏まえ、労働災害防止緊急 

要請がなされ、参加者一同災害防止のため労使一体となった労働災害防止活動に取組 

むことを深く自覚した。 

この大会では、当会の「北海道産業安全衛生貢献賞」の表彰と北海道労働局長の 

安全衛生表彰受賞者の紹介を行った。 
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   なお、受賞者は次のとおりである。 

・北海道産業安全衛生貢献賞（北海道労働基準協会連合会長賞）  3 社    1 個人 

・安全衛生に係る優良事業場等に対する北海道労働局長表彰    5 社  １2 個人 

講演 

・健康講話として株式会社ダイエット.Ｆ 代表取締役 榊 房子 氏より 

      「ウォーキングを実践するコツ」題して講話があった。 

・特別講演として北海道労働局労働基準部長 髙城久雄 氏 より 

「東日本大震災を経験して」と題した講演は宮城労働局労働基準部長在任時の 

実体験を下にした内容で参加者一同、大震災への思いを共有することができ 

大好評であった。 

 

 ６.その他 

（１）地区労働基準協会会員の拡大 

   当会の重点事項の一つとして、従来から地区協会会員の拡大対策を進めているが、 

平成２３年度末の会員数（１７地区協会合計数）６，０７５に対し、平成２４年度 

末の会員数は５，７０７と６，０００人台を割込み減少傾向に歯止めがかからない 

状況にある。 

平成１０年度をピークに毎年 200 前後減少していたが、平成２４年度は３６８ 

事業場の減小となった。 

（２）機関誌の刊行・内容の充実 

当会機関誌、月刊「ほっかいどう労基ニュース」は、迅速正確で判り易い情報提供 

の趣旨から紙面内容の改善充実に努めてきた結果、高い評価が寄せられつつある 

が、会員の減少により発行部数は６,３００部となっている。 

（３）情報処理の迅速化と情報公開の促進 

事務処理の効率化と簡素化を図るため講習業務管理システムの導入し迅速処理に 

  務めている 

また、ホームページにより情報公開を行っており、平成２４年度のＨＰ利用状況は 

１０，０００件を大幅に超えている。 

（４）参考図書・資料等の作成配布等 

   ① 各種技能講習・特別教育等実施予定表の作成配布 

    各登録教習機関が行う関係の諸講習等の実施予定表を各安全衛生関係団体と共同 

で作成し配布する会員サービスが好評であり、これが各種講習等の受講者確保の面 

でも一定の効果を上げている。 

   ② その他の資料等の配布等 

    労働災害防止、各種労働条件並びに最低賃金等の周知を図るため、各種の啓発・ 

普及のパンフレット、参考資料等の情報提供を行っている。 

 

７．公益社団法人への移行について 

   当連合会は昭和５５年、社団法人北海道労働基準協会連合会としてスタートし現在  

に至っているが、公益法人制度改革により従来の社団法人は平成２５年１１月末まで 
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に新公益社団法人、または新一般社団法人のいずれかを選択し移行手続きを完了する 

ことが必須であった。 

   平成２３年度臨時総会において、当連合会は公益社団法人移行を決議し公益社団 

法人北海道労働基準協会連合会定款等が承認された。 

   公益社団法人認定申請書の提出に向けて、所管行政庁である北海道庁と調整を進 

め、平成２４年１２月２０日付認定申請書を提出し、平成２５年３月１９日付で 

認定書交付がなされ、平成２５年４月１日、公益社団法人北海道労働基準協会連合 

会設立登記が完了した。 

 

８.関係週間・旬間行事等の協賛協力 

  次の関係行事に協賛・協力し、必要な事業を行った。 

 （１）全国安全週間          ７月１日～７日    表彰式・広報活動等 

 （２）全国労働衛生週間        １０月１日～７日       広報活動等      

  (３) 最低賃金周知旬間       １１月２１日～３０日     同上 

 （４）雇用均等行政関係             随時           同上 

 

9．受託業務の実施（除く、国委託事業） 

（１）安全衛生技術センターより受託・・・各種免許試験受験申請書等の取次業務 

（２）中央労働災害防止協会より受託  

① 中小企業無災害記録証授与制度の取次業務 

       ② 全国産業安全衛生大会の参加勧奨及び研究発表者の推薦業務 

③ 緑十字賞受賞候補の推薦業務 

 

10．その他の事業 

（１）関係法令・制度の改廃、及び行政運営方針等の伝達・啓発普及の事業を実施 

（２）育児休業制度等、雇用均等行政のＰＲ 

（３）北海道産業保健活動推進協議会や㈶北海道労働保健管理協会等の事業に協力 

（４）その他、本会の目的に合致する事業や行事等に協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


